
1 2　治　安　部　門

（1）　犯罪に強い社会づくり

　ア　県民を守る治安体制の整備

　　①　事業の目的

　県内の治安情勢については，刑法犯認知件数，交通事故死者数がともに減少するなど,指標上で

は一定の改善がみられるものの，重要犯罪や住宅侵入窃盗,自動車盗が高水準で発生していること

に加え，人身安全関連事案等が増加傾向にあり，県民の治安に対する不安感は依然として高い。

　このような状況に的確に対応するため，治安活動の拠点となる警察施設の再編，警察機動力の確

保のための警察車両の整備など県民を守る治安体制の整備を推進する。

　　②　事業の実績
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決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

1,341,771
(国庫 197,544)

(県債 806,000)

(一財 338,227)

1,347,554
(国庫 197,544)

(県債 806,400)

(一財 343,610)

　警察署統合に向けた施設の整備

　　つくば警察署建設（平成29～令和元年度）

　＜国補（定）＞

県
警察施設再編

整 備 費

243,425
(その他 －)

(一財 243,425)

248,683
(その他 20,805)

(一財 227,878)

１　交番の建替え １か所

　　日立警察署大みか交番

２　駐在所の建替え ５か所

（１）ひたちなか警察署阿字ケ浦駐在所

（２）ひたちなか警察署磯崎駐在所

（３）太田警察署天下野駐在所

（４）つくば警察署作谷駐在所

（５）境警察署小福田駐在所

県
交番・駐在所等

建 設 整 備 費

111,665
(一財 111,665)

111,667
(一財 111,667)

　警察車両の更新

（１）パトカー等四輪車 32台

（２）原動機付自転車 20台

県
警 察 車 両

整 備 費

106,397
(国庫 34,500)

(一財 71,897)

118,919
(国庫 36,087)

(一財 82,832)

１　航空隊の体制

　　隊長　１人　飛行係　３人　整備係　３人

２　ヘリコプターの現況

　　ひばり 平成11年度整備（10人乗り）

３　飛行回数，時間 241回　339時間25分

４　主な点検整備 6,000時間点検

５　研修

　　操縦及び整備技術向上のための各種研修の実

　施

　＜国補（１／２）等＞

県
ヘリコプター

運航管理費

1,549,130
(その他 137,000)

(一財 1,412,130)

1,559,348
(その他 137,000)

(一財 1,422,348)

　端末装置等の更新及び維持管理

（１）警察情報管理システム 48業務220台

（２）全庁ネットワークパソコン 1,475台

（３）単体パソコン 2,377台

県
警察情報化

推 進 費

3,352,3883,386,171計

決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

3,352,3883,386,171－164,488△70,5183,292,201



　　③　事業の成果及び今後の課題

　警察施設再編整備計画（第２期）に基づき，新たにつくば警察署を令和２年３月２日に開署した

ほか、交番１か所と駐在所５か所を建て替えるなど，警察施設の計画的な整備を推進した。

　航空隊は，事件事故発生時の緊急配備や捜索活動等に出動し，被疑車両の追跡等，機動力を駆使

し各種事案に対応した。

　今後とも，治安情勢の変化に応じた体制を確立し，警察力の強化を図る必要がある。

　イ　安全安心なまちづくりの推進

　　①　事業の目的

　県内の犯罪情勢については，刑法犯認知件数が平成15年から令和元年まで17年連続で減少してい

るものの，自動車盗や住宅侵入窃盗，ニセ電話詐欺など県民に身近な犯罪が多発している状況にある。

　このような状況を踏まえ，県民に不安を与える自動車盗や住宅侵入窃盗，ニセ電話詐欺を重点犯

罪として，犯罪情勢に即した抑止対策を強力に推進するとともに，茨城県安全なまちづくり条例に

基づき，事業者及び県民との連携協力の下に，犯罪の起きにくい社会づくりを推進する。

　　②　事業の実績
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決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

130,025
(一財 130,025)

　130,675
(一財 130,675)

　自動車盗をはじめとする重要窃盗犯や重要犯罪

の捜査に有効な緊急配備支援システムの増強整備

　　整備数 25か所

県
自動車盗対策

推 進 事 業

17,969
(国庫 8,984)

(一財 8,985)

19,218
(国庫 9,609)

(一財 9,609)

　自動車盗をはじめとする重要窃盗犯や重要犯罪

の検挙態勢を強化するためのよう撃捜査支援装置

の整備

　　整備数 30台

　＜国補（１／２）＞

県
自動車盗対策

強 化 事 業

24,651
(国庫 6,914)

(一財 17,737)

24,938
(国庫 6,914)

(一財 18,024)

　犯行グループの突き上げ捜査，だまされた振り

作戦による現場検挙を推進するため，捜査用カメ

ラ等の装備資機材を拡充

（１）捜査用カメラ（リース） 40台

（２）携帯電話解析機（リース） 12台

（３）秘匿捜査用送受信機等（購入）　４セット

　＜国補（１／２）等＞

県

ニセ電話詐欺

総 合 対 策

推 進 事 業

2,947
(一財 2,947)

3,538
(一財 3,538)

　暴力団対策法に基づき，事業者の選任した不当

要求防止責任者に対する講習の実施

（１）委託先 （公財）茨城県暴力追放推進センター

（２）受講者数等 42回　1,319人

県
組 織 犯 罪

対 策 費

10,660
(一財 10,660)

11,138
(一財 11,138)

１　パソコンや携帯電話等のメール機能を活用し

たネットワークシステム「ひばりくん防犯メー

ル」による犯罪情報，交通安全対策などの情報

提供

（１）情報提供件数 1,860件

（２）防犯メール登録者（令和２年３月末現在）

 88,684人

県

安 全 安 心

まちづくり

推 進 事 業

決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

907,548917,92360,20525,704△136,1871,088,611



　　③　事業の成果及び今後の課題

　令和元年中の刑法犯認知件数は20,312件で，前年比△2,238件（△9.9％）と17年連続で減少し

た。このうち，重点犯罪である自動車盗は1,482件で，前年比△９件（△0.6％），住宅侵入窃盗は
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２　各種事件の発生状況，危険場所等を地図上で

分析し，県警ホームページ上に犯罪マップ，地

域安全マップ，不審者情報マップとして情報提

供

3,376
(一財 3,376)

4,961
(一財 4,961)

　少年指導委員等のボランティア等と連携して，

少年の健全育成のための活動を推進

（１）少年問題に係る相談

　　　取扱件数 1,290件

（２）立ち直り支援活動等

　　　対象少年等への継続的指導 118回（23人）

（３）街頭補導

　　　不良行為少年補導人員 8,869人

（４）広報啓発活動

ア　小・中・高等学校等における非行防止教

室の開催 1,006回（193,555人参加）

　　うち，広報車「フレンド」号による薬物

　乱用防止教室 174回（8,989人参加）

イ　少年非行白書の作成・配布 2,000部

県
少 年 非 行

防 止 費

8,958
(国庫 2,952)

(一財 6,006)

13,024
(国庫 4,810)

(一財 8,214)

　犯罪被害者等に対する支援活動の実施

（１）性犯罪被害相談電話（勇気の電話） 107回

（２）犯罪被害者等に対するカウンセリング

 276回

（３）位置情報通報装置の貸出 37台

　＜国補（１／２）等＞

県

被害者支援

推 進 費
　民間被害者支援団体の支援活動に対する財政的

支援

（１）補助先 （公社）いばらき被害者支援センター

（２）被害者支援活動への補助 2,000千円

　＜（国１／２県１／２）＞

（公社）いば

らき被害者

支援センター

548,526
(一財 548,526)

549,470
(一財 549,470)

１　110番通報に対する迅速・的確な対応

２　効果的な初動警察活動の支援

３　重要事件発生時における迅速な配備及び手配

の実施

４　受理件数等（令和元年中）

（１）110番受理件数 192,109件

（２）緊急配備発令件数 110件

県

通 信 指 令

シ ス テ ム

運 営 費

22,616
(国庫 2,714)

(一財 19,902)

23,141
(国庫 2,799)

(一財 20,342)

　水害をはじめとする大規模災害における救難救

助用資機材の整備

（１）水害用ゴムボート 10艇

（２）救命胴衣 96着

県災害対策費

137,820
(その他 137,820)

137,820
(その他 137,820)

　茨城国体等の開催に向けた警備対策

（１）警備資機材設置等

（２）現地本部施設等使用料

県

国民体育大会・

障害者スポーツ

大会警備対策費

907,548917,923計



1,458件で，前年比△526件（△26.5％），ニセ電話詐欺は376件で，前年比＋12件（＋3.3％）となっ

ている。

　また，自動車盗抑止対策の一環として,令和元年中は,県内のヤードに対して728回の立入りを実

施し,その結果,古物営業法違反で７人を検挙したほか,平成29年４月に施行された「茨城県ヤー

ドにおける自動車の適正な取扱いの確保に関する条例」違反で５人を検挙した。

　一方，防犯ボランティア団体等については，令和元年12月末現在1,020団体，62,645人となり，

活発な自主防犯活動が展開されたものの，団体数，構成員数の減少が進んでいる。

　今後とも，ヤードに対する立入りを継続的に行い，法令違反が認められる悪質なヤードについて

は，速やかな検挙措置を講じていくとともに，防犯ボランティア団体及びその人員の増加を図るた

め，市町村等と連携しながらニーズに応じた活動支援策を検討していく必要がある。

（2）　交通安全対策の強化

　ア　交通安全施設の整備

　　①　事業の目的

　安全で円滑な交通を確保するため，交通事故多発地域・路線，交通危険箇所等を重点とした交通

安全施設の整備を行う。

　　②　事業の実績
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決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

1,096,833
(国庫 548,417)

(県債 460,800)

(一財 87,616)

1,096,833
(国庫 548,417)

(県債 460,800)

(一財 87,616)

　信号機の集中制御化や系統化，生活道路の安全

の確保のためのゾーン30の計画的な整備

（１）信号機新設 14基

（２）信号制御機更新 320基

（３）ゾーン30の整備 ３か所

（４）道路標識，道路標示等

　＜国補（１／２）等＞県
特定交通安全

施設整備費

10,000
(国庫 5,000)

(一財 5,000)

10,000
(国庫 5,000)

(一財 5,000)

（震災対応）

　社会資本総合整備計画に基づく道路の整備に伴

い必要となる交通安全施設の整備

（１）信号機新設 １基

（２）信号機の移設等

　＜国補（１／２）＞

2,032,382
(国庫 159,477)

(県債 106,400)

(一財 1,766,505)

2,055,056
(国庫 159,477)

(県債 106,400)

(一財 1,789,179)

　交通事故多発交差点や生活道路及び通学路等の

安全の確保のための信号機や道路標識・標示等の

計画的な整備

（１）信号機新設 10基

（２）信号制御機更新 37基

（３）道路標識，道路標示，維持管理費等

　＜国補（10／10）等＞

県
交 通 安 全

施設整備費

3,139,2153,161,889計

決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

3,139,2153,161,889－－△35,8223,197,711



　　③　事業の成果及び今後の課題

　県内の交通信号機数は6,209基から6,223基（新設25基，廃止11基）と，前年比＋14基（＋0.2％）

となり，うち視覚障害者用信号や歩車分離式信号等のバリアフリーに対応した信号機は1,027基か

ら1,042基と，前年比＋15基（＋1.5％）となった。

　今後とも，交通安全施設の重点的・効果的な整備を推進し，安全で円滑な交通を確保していく必

要がある。

　イ　交通安全対策の推進

　　①　事業の目的

　県内の交通情勢については，人身交通事故発生件数が平成13年から令和元年まで19年連続で減少

し,死者数が平成29年から３年連続で減少しているものの，高齢者の交通事故死者数が全死者数の

６割を占め,高い水準で推移しているほか，飲酒運転による死者数が全国上位に位置しているなど

取り組むべき課題も多い。

　このような状況を踏まえ，交通事故分析に基づいた高齢者の交通事故防止対策や交通指導取締り

を実施するなど,各種交通安全対策を推進する。

　　②　事業の実績
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決　 算 　額最　終　予　算　額次年度繰越額前年度繰越額補　正　予　算　額当　初　予　算　額

千円千円千円千円千円千円

1,905,5101,951,198－26,633△131,9742,056,539

決 算 額予 算 額事　　　　業　　　　内　　　　容事業主体事　業　名

千円千円

7,130
(一財 7,130)

8,824
(一財 8,824)

１　各季交通安全運動期間中の広報啓発活動

（１）春の全国交通安全運動

　　ア　運動期間 ５月11日～20日

　　イ　安全教育 158回　13,065人

　　ウ　出動数 3,964人（１日平均）

（２）秋の全国交通安全運動

　　ア　運動期間 ９月21日～30日

　　イ　安全教育 86回　4,675人

　　ウ　出動数 3,476人（１日平均）

２　交通安全思想の普及・啓発

　　広報活動 チラシ等185,800枚

県
交 通 安 全

推 進 費

53,464
(国庫 26,732)

(その他 －)

(一財 26,732)

57,964
(国庫 28,872)

(その他 221)

(一財 28,871)

１　交通取締り機材の計画的な整備

（１）定置式レーダースピードメーター ２台

（２）記録式飲酒検知器 ３台

２　飲酒運転をはじめとする悪質・危険な違反に

重点を置いた交通指導取締りの実施

（１）交通指導取締り件数 128,003件

（２）主な内訳

　　ア　酒酔い・酒気帯び運転 1,553件

　　イ　速度超過 27,733件

　　ウ　一時不停止 24,150件

　　エ　信号無視 3,002件

３　「茨城県暴走族等による暴走行為の防止に関

する条例」に基づく暴走族相談員による相談業

務，暴走族への加入防止や離脱の支援

（１）暴走族相談・離脱支援 175回

（２）街頭活動 ３回

　＜国補（１／２）＞

県
交 通 指 導

取 締 費



　　③　事業の成果及び今後の課題

　令和元年中の人身交通事故発生件数は7,447件で，前年比△1,235件（△14.2％）と平成13年から

19年連続で減少した。

　また，交通事故死者数は107人で，前年比△15人（△12.3％）と減少した。

　しかし，高齢者（65歳以上）の死者数が65人と全死者数の６割を占め，飲酒運転による死者数が

７人（前年比＋１人）で全国ワースト６位であるなど憂慮すべき状況にある。

　今後も，高齢者の交通事故防止対策や飲酒運転の根絶対策等,総合的な交通安全対策を効果的に

推進していく必要がある。
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57,291
(その他 55,117)

(一財 2,174)

58,743
(その他 47,913)

(一財 10,830)

１　放置駐車違反取締り関係事務の民間委託

（１）委託先 （株）日警外２件

（２）実施警察署（ブロック運用）

　　ア　水戸署

　　イ　日立署，ひたちなか署

　　ウ　土浦署，牛久署

　　エ　つくば中央署，竜ケ崎署，取手署

（３）放置駐車違反取締り件数 2,620件

２　放置駐車違反管理システムの運用

県

違 法 駐 車

総 合 対 策

推 進 費

617,359
(その他 617,359)

629,994
(その他 629,994)

　運転免許の更新等を迅速に処理するため，運転

免許事務の一部（更新，再交付，記載事項変更，

更新情報提供）を委託

（１）委託先 （一財）茨城県交通安全協会

（２）更新・再交付・記載事項変更 582,326件

（３）更新情報提供 517,677件

県
自動車運転

免許事務費

904,045
(その他 904,045)

922,795
(その他 922,795)

　交通情勢や安全運転の知識等を習得させる講習

及び悪質な運転者等の危険性を改善するための講

習等の実施

（１）委託先 （一財）茨城県交通安全協会外31件

（２）受講者数等

　　ア　更新時講習 387,652人

　　イ　高齢者講習 99,389人

　　ウ　認知機能検査 61,536人

　　エ　安全運転管理者等講習 9,910人

　　オ　取得時講習 3,889人

　　カ　停止処分者講習 3,624人

　　キ　違反者講習 1,318人

　　ク　指定自動車教習所指導員講習 799人

　　ケ　取消処分者講習 331人

県
自動車運転

免許講習費

266,221
(その他 197,442)

(一財 68,779)

272,878
(その他 203,922)

(一財 68,956)

１　自動車保管場所法に基づく保管場所証明書を

発行するための現地調査及びデータ入力業務の

委託

（１）委託先 （一財）茨城県交通安全協会

（２）委託件数

　　ア　現地調査 239,375件

　　イ　データ入力 257,462件

２　「自動車保有手続のワンストップサービスシ

ステム」のうち，自動車保管場所証明に係るシ

ステムの運用

県

自 動 車

保 管 場 所

証明事務費

1,905,5101,951,198計
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